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男女共同参画と女性のエンパワーメントは人権
であるにとどまらず、包摂的で公正で持続可能な
開発を達成する上で不可欠でもある。女性の政治
参加はこういった目標の達成にとって中心的課題
であり、政党はこうした参加を促進し、育む上で
最も重要な組織の１つである。世界の議会の議席
に占める女性の割合が 20％に満たないことで、
女性への政治的なエンパワーメントを支援するた
めに政党がもっと多くのことをなす必要がある―
とともに、こうした努力に対して支援を受けるべ
きである―ことは明らかである。

世界的に見ると、政党の党員の 40 ～ 50％が
女性であるにもかかわらず、党内で指導的な地
位に就いている女性は 10％程度に過ぎない。
政党における方針決定機構への女性の平等な参
加を確保することは、政党の中での―究極的に
は社会全体の中での―男女共同参画の促進に不
可欠である。

国連開発計画（UNDP）と全米民主国際研究
所（NDI）は 18 ヵ月間にわたって、女性への
政治的エンパワーメントを促進するための政党
活動に関する 20 件のケーススタディを編纂し
た。これらのケーススタディ及びその他の例に
依拠し、UNDP と NDI は女性の政治生活を振
興するために政党が取り得る具体的な措置を明
らかにした。本書『政党をより強くするための
女性のエンパワーメント：女性の政治参加促進
のためのガイドブック』は、この研究の成果で
あり、政党改革のために簡潔で焦点を絞り込ん
だ選択肢を提供する。

本ガイドブックは、選挙前と選挙後も含めた
選挙のサイクルの様々な段階において、女性の
参加をサポートするために政党が取り得る様々
な取組を明らかにし、分類する初めての本であ
る。

本ガイドブックは、政党の党員で特に指導的
役割を果たしている人々並びに市民団体及び男
女共同参画の活動家に向けたものである。また、
世界的な政党の基盤組織や連盟がそれらの憲章
や活動に男女共同参画を規範として取り入れる
ことを後押しすることも目的としている。

最後に、本ガイドブックは、女性の政治参加
に関して政党のプログラム作成を支援する国際
機関や開発機関にとっても貴重な助言を供する。

政治から行政、民間部門、市民団体に至るす
べてのガバナンス組織において女性が真の発言
力をもった時に、女性は公の対話に男性と平等
に参加し、自身と家族、コミュニティ、そして
国の未来を左右する決定に影響力を及ぼすこと
ができるようになるのである。

国連開発計画（UNDP）
総裁　Helen�Clark

序文
国連開発計画（UNDP）
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政党は、女性が公選職と政治的指導者の地位
に就くための主な、かつ最も直接的な媒体であ
るため、政党の構造、政策、慣行及び価値観は、
自国の政治に女性がどの程度参加するかという
ことに深刻な影響を及ぼす。

女性の政治参加を真剣に考えている政党は、
選挙における立場を強め、新たな投票者集団を
獲得し、有権者との関係を強化することにより
利益を得る。加えて、新しい側面やアイディア
を提示できる政党は、投票率が低下しつつある
時代において、活気のあるエネルギッシュなイ
メージを掲げる。成果の中には劇的なものもあ
れば、不明確なものも、徐々に達成されるもの
もあるが、政党にとってすべての成果を勘案す
れば、どのような場合においても得るものの方
が多い。

政党が利益を得るのは、女性が選挙プロセス
と統治プロセスに参加するだけでなく、これら
のプロセスに影響力を及ぼす時である。政治に
関わる女性の数を増やすという表面的な努力だ
けで、何ら真の質的な影響力や意思決定権限を
与えなければ、新たな又は直接的に得られる利
益を生み出しそうにはない。こうした努力の典
型的な例には、党則上何の権限も影響力もない
女性会、候補者名簿におけるいわゆる「女性枠」
に据える者の選定；選ばれるやいなや女性当選
者を重視しないこと；女性候補を勝ち目のない
選挙区に据えること；土壇場になって候補者名
簿の有望な位置から女性を外すこと；などがある。

世界の潮流としては、男女の等価性と平等に
基づく民主的統治へと向かっている。女性のよ
うに、伝統的に過少代表であるグループに手を
さしのべることは、現在、政党と、政党活動の
土俵となる立法機関が民主的に機能するための
最低限の基準と見なされている。

本書『政党をより強くするための女性のエン
パワーメント：女性の政治参加促進のためのガ
イドブック』は、政党と、女性の政治への関与
を高めるために政党と協力する人々が、選挙の
サイクル全般を通じて、また政党での様々な役
割にまたがって用いる戦略を見つけ出せるよう
なやり方で構成されている。女性の参加は、候
補者になるだけではなく、政党の党員、指導者、
そして当選者になることによっても促進するこ
とができる。

男性と女性が民主主義的プロセスに積極的に
参加できる、より開かれた政治環境を創り出す
ために、全米民主国際研究所は 25 年以上にわ
たり、80 ヵ国以上の 720 を上回る政党や組織
と協力してきた。我々は、本ガイドブックがこ
の努力に寄与することを期待している。

全米民主国際研究所（NDI）
所長　Ken�Wollack

序文
全米民主国際研究所（NDI）
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女性が政治活動に参加する権利は、いくつかの国際条約によ
って保障されている。だが、抽象的な権利を現実へと変えるた
めには、現場での困難な作業が必要である。政党が女性の政治
参加への鍵であるのは、選挙に向けて候補者を募集し、選定し
て、国の政策のアジェンダを決定するのが政党だからである。
しかし政党内では、女性は草の根レベルや支援的役割において
過剰代表となり、権力のある地位においては過少代表となる傾
向にある。既成の影響力あるネットワークに参入できず、資源
が極めて限られ、ロールモデルやメンターもほとんどおらず、
時には家庭やコミュニティのサポートさえ限られているため、
女性の政党への参加が男性を大幅に下回ってきたのは無理から
ぬことである。

女性が政党にどのように参加しているか―そして、政党が女
性の関与をどのように奨励し、育み、男女共同参画の問題をど
のように組み込んでいるか―が、女性の政治的エンパワーメン
トの主な決定要因である。これらは、広く社会で男女共同参画

概要
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の問題が取り上げられることを確保する上での
鍵でもある。政治的プロセスへの女性の関与を
促進するための戦略を効果的なものにしようと
するなら、選挙サイクルの具体的な段階―選挙
前、選挙期間中、選挙後―にまたがって政党が
取り得る措置、並びに政党そのものの組織及び
資金調達とその戦略とをリンクさせるべきであ
る。

女性の政党参加を高める上で最も効果的な戦
略は、政治制度改革と、政党という構造の内外
における女性政党活動家、女性候補及び女性当
選者を対象とした支援とを結び付けるものであ
る。こうした戦略には、政治領域全般にわたる
様々な関係者や政党の協力が必要である。

本書のパートＡ「好事例の概要　ガイド」で
は、女性の活躍を促進するために政党が行い得
ることに焦点を絞った介入を明らかにする。そ
の構成は、選挙サイクルに応じた観点（図表１
参照）から、４段階に分かれている。

上記の各段階の中で政党が取り得る具体的な
措置を以下に要約する。

I. 党内組織に関する基本戦略

II. 選挙前の期間における戦略

III. 選挙期間の戦略

IV. 選挙後の期間における戦略

選
挙
サ
イ
ク
ル
の
段
階

図表1：政党への女性の参加を促進するためのエ
ントリーポイント（きっかけや取っ掛か
りとなるポイント）の概要

女性の出馬を促進するため
に、党の指導者層の間に
コンセンサスを確立する。

党として女性候補者のク
オータ制を自主的に採用す
ることを検討し、募集規則
に正式に定める。

女性を党内候補者名簿の
勝ち目のある順位、又は、
勝ち目のある／安全な選
挙区に配置する。

選挙の予定に沿って、選挙
事務局又は党の指導者層
などが候補者のクオータ制
を実行する。

能力養成やアドボカシー
（提唱運動）など、 女性
を引き付けて入党を促すた
めのインセンティブを付与
する。

男性と戦略的提携を組ん
で、サポートを得る。

I . 	党内組織

I I . 	選挙前の期間

初期資金を集め、選挙
運動をし、名前の認知
度を高めるためのスキ
ルを女性に提供する。

エミリーズ・リストや
ウィッシュ・リストのよう
な女性候補のための資
金集めネットワークを確
立する、又はこれを活
用する。

女性のための党内基金
を設ける、又は女性候
補者に補助金を提供す
る。

候補指名／予備選の支
出に上限を設けること
を検討する。

女 性 の 候 補や研 修 の
ために党の財源の一部

（適用可能であれば公
的資金からの資金を含
める）を割り当てること
を検討する。

国際機関や市民団体と
提携を組み、これらと
協力する。

枠組み規定や運営規定文
書がジェンダーに配慮して
いる。

執行役員会及び意思決定機構
への女性の参加を促進するため
に取られる措置

候補者の募集 資金調達と選挙運動

市民団体や、女性候補を
支援する組織との調整を確
保する。



3概要

U
N
D
P	
KE
N
YA

UNDP	PAKISTAN

I I I . 	選挙期間 IV . 	選挙後の期間

設けられた女性会又は女
性部が、党内で戦略的
に位置づけられている。

党の代表者会議におけ
る女性の参加の目標が
設定される。

男女共同参画の視点が、
政策策定において主流
として組み込まれる。

女性の選挙運動の能力
を高め、初立候補者と
ペアを組む、又はメン
ターをつけることを検
討する。

必ず女性が党の代理人
として研修を受け、投
票所に詰めるようにす
る。

男女共同参画の評価を実
施し、党内の男女共同参
画行動計画を策定する。

党の政策決定への女性の
参加を促進し、党の政策に
おけるジェンダーの主流化
を確保する。

監視に必ずジェンダー
の視点が含まれるよう
にし、女性の安全を確
保する。

女性に選挙監視員とし
ての研修を受けさせ、
監視員に含める。

能力増進を行い、当選した
女性の立法スキルを強化す
る。

組織に対し、特に議会にお
いて、ジェンダーに配慮した
政治改革を推進する。

超党派的な議員団の設立を
奨励し、その機能を支援す
る。

男女共同参画について党員
の意識を高め、男性と協力
する。

党のマニフェストで、男
女共同参画に関する政
策を明確に表現し、そ
れを有権者に宣伝する。

有権者登録と投票に女
性を動員する。ジェン
ダーに配慮した有権者
向け情報を男女双方に
提供する。

選挙運動中の女性候補
者の安全を確保し、暴
力が起きる可能性があ
る場合には、党の支持
者に防御ラインに並ん
でおいてもらう。

選挙運動とメディアへ
の対応において、女性
が必ず目立つようにす
る。

市民団体や、女性候補
者を支援する組織との
調整を確保する。

選挙運動期間 選挙の投票日 女性の当選
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政党の内部組織は、様々なニーズ、利益や社会
的要求が社会でどのように代表されるかに影響を
及ぼす。政党の公式文書と声明は、男女共同参画
の枠組みを提供する上で重要である。党のビジョ
ンを提供するだけでなく、そのビジョンを実現す
るためのルールをも確立させるのである。党内組
織の戦略には、次のようなものがある。

■�党の枠組み規定の中で男女共同参画を
取り上げること。これには、党の設立文
書において男女共同参画に関する声明
を採択することなどが含まれ得る。

■�執行役員への女性の参加を確保するた
め、内部でのクオータ制を含め、様々な
手段を採択すること。

■�党大会における参加目標を設定するこ
と。これには、大会において女性代議員
のために別個のフォーラムを開催する
ことが含まれ得る。

■�党内に女性会や女性部を設け、必要であ
れば、役割や責任を定め、適切な資金を
提供して、それを党の構成に正式に組み
入れるべきである。

■�男女共同参画が党の政策のすべてに主
流として組み込まれることを確保する。

選挙前の段階においては、おそらく候補者の
募集と指名が女性の政治参加を確保する上で最
も重要なプロセスである。政治職の候補者につ

いては、適格であることから立候補を志願する
ようになることへ、最終的には党によって指名
を受けるようになることへと進んで行くにつれ
て、男女のギャップは大きく広がる。女性が代
表となることを保証する規定を、党が組み込む
ことが重要である。この公約が成文化されず非
公式な場合には、女性が権力の中枢グループに
入り込むための戦略の立案がより困難になり、
公約が実現されない場合に、党に説明責任を果
たさせることが難しくなる。党内組織が弱体で
募集のルールが明確でない場合、意思決定は、
通常は男性である少数のエリートによって行わ
れる傾向がある。

近年は、選挙におけるクオータ制が、より多
くの女性を政治に参加させるための一般的な政
策手段になっている。クオータ制は、女性のよ
うな有権者のある集団のメンバーが、（党内）代
議員、候補者又は当選者のいずれかであれ、議
会で定められた最低水準が含まれていることを
保証する方法である。約50ヵ国が候補者クオー
タ制に関する法律を採択しており、これにより、
政治職の候補者の一定割合が女性であることが
確保されている。別の30ヵ国の数百の政党は女
性について政党自身のクオータ制を自主的に採
択している。だが、候補者クオータ制が成功す
るのは、女性が党の名簿で勝ち目のある順位に
配置される場合及びクオータ制にそれが守られ
ないときの罰則が含まれる場合のみである。

候補者募集プロセスにおいて男女の不平等に
対処するために政党が取り得る措置には、以下
のようなものがある。

政治に参加する女性を増やすという目標は、政治に参加する男性を減らすことではなく、
すべての人にとってより公正な社会をつくることである
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政治に携わる女性は、政治への参入に対する
主な抑止要因の１つとして財源不足を挙げるこ
とが多い。女性は選挙運動を行うのに必要な資
金を集めることが困難であるだけでなく、政党
からほとんど又はまったく財務上の援助を受け
ないことが多い。女性が公選職に就くための選
挙運動に着手するのに必要な財源である「初期
資金」を集めることは、特に難しい。女性が政
治的キャンペーンに必要な資金を集める手助け
として、政党と市民団体が取り得る措置には、
以下のようなものがある。例えば、公的財源が
なく、候補者が選挙で戦うために私的な資金を
集めなければならない時に、特に重要となる資
金調達のネットワークを確立すること；女性候
補者を支えることに対象を絞った基金を党内に

設けること；女性候補者に補助金を提供するこ
と；指名と選挙運動の支出を制限すること；女
性の政治的なエンパワーメントに政党が取り組
むことを奨励するために公的資金が規制されて
いる場合には特に、政党に公的資金を提供する
こと；女性候補者の研修専用の資金を配分する
こと；女性候補者と女性の課題をサポートする
ために政党の資金がどのように使われているか
を検証することなどである。

選挙期間は、候補者は有権者に対する選挙運
動や交流活動の効果的な手法を知っておく必要
がある。政党は、女性が政治に参加する権利と、
男女共同参画を進める上で社会すべてにとって
の重要性について、有権者を教育することに力
を貸すことができる。この期間中に党が取り得
る措置には、以下のようなものがある。

■�資金集め、メッセージの立案、メディアと
の交渉や有権者との交流活動などのスキル
に関する研修を女性候補者に提供する。

■�選挙運動での指導的地位（例えば、選挙
戦の管理、票集め、有権者との連絡、接
触活動など）に女性を研修し、昇進させる。

■�メディア露出を増やすことによって、選
挙戦で女性が必ず目立つようにする。

■�女性が優先される党内の地位を明らか
にし、周知する。このことによって、さ
らにその党を支持する女性票を集めら
れる可能性がある。

■�投票所が女性専用として配置されてい
る場合には特に、党の代理人として投票
所に詰める女性を募集することを含め
て、選挙の監視を行う。

■�候補者クオータ制に対する党の支援を
活性化し、それらクオータ制を党の規定
に組み込む。

■�党の指名委員会において、候補者募集の
ガイドラインを定めること。

■�勝てる選挙区に女性候補者を必ず配置
し、それを実行する。

■�クオータ制の実施を監督するために市
民団体と協力する。

■�この種の政策に対する党内の支持を築
く上で男性が重要な役割を果たすこと
から、男性との戦略的同盟を培う。

■�女性候補者の層を厚くし、これら候補者
層を研修する。

■�多面的な関係を奨励し、国や地域を越え
て経験を共有する。
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選挙が終わった後であっても、政党は女性の
政治参加を奨励する上で中心的な役割を担い続
ける。選挙後に、男女共同参画と統治における
女性のエンパワーメントを促進するために政党
が取り得る措置には、以下のようなものがある。

ここで示された措置は網羅的なものではな
い。処方箋ではなく、好事例に基づくガイドブ
ックとして提供されているものである。女性の
政治参加を奨励し、ジェンダー衡平をもっと幅
広く推進するためにいかなる措置を取る時に
も、男性を巻き込むことが不可欠である。男性
は、永続的な変革のために欠かせないパートナ
ーである。政治に参加する女性を増やすという
ことの目標は、政治に参加する男性を減らすこ
とにはなく、すべての人にとってより公正な社
会をつくることにある。

本書のパートＢは、20 件のケーススタディ
で構成されており、パートＡで概説した好事例
はそこから抽出された。これらケーススタディ
は一般に、各国の特定の政党、市民団体又はそ
の他の利害関係者に焦点を当て、女性の政治参
加を促進することを目的とする具体的な措置に
ついて検討している。ケーススタディは、政党
の特定の戦略が選ばれた理由の背景とその実施
方法を提示し、その改革が及ぼした影響を記述
しようとしている。各ケーススタディは、学ん
だ教訓又は好事例を提供して、政党と政党の支
援者が改革戦略を策定し、推進するのを支援し
ようとしている。

パートＡを通じて用いられた例の多くは、現
在パートＢに記載されているケーススタディか
ら引用されている。パートＡだけを分離して記
載した簡約版の『女性の政治参加を推進するた
めの好事例ガイド（A�Good�Practices�Guide�to�
Promote�Women’ s�Political�Participation）』とい
う表題の刊行物が一足先に 2011 年 10 月に制作
され、現在は５ヵ国語で手に入る。

■�社会の平等な成員としての女性票と女性
の投票権の重要性を強調する具体的なメ
ッセージを含めて、情報を有権者に提供
する。

員長又は会派の筆頭など）の中で指導的
役割を与えられることを確保する。

■市民団体と戦略的提携を組む。

■�政治機関に選出された女性が、議会の会
派（会派の会長など）や議会の委員会（委

■�直接的であれ間接的であれ女性の機会
を奪う可能性のある慣行や規定を明ら
かにし、最終的には廃止することを目的
に、党内における男女共同参画のレベル
の評価を実施する。

■�家庭をもつ議員への便宜を図るために、議
会の会期と日程を変えるなど、ジェンダ
ーに配慮した政治慣行の改革を推進する。

■�政党の政策におけるジェンダーの主流化
と女性のエンパワーメントを確保する。
その中には、ジェンダーに基づく暴力へ
の対策、あるいは育児休暇やリプロダク
ティブ・ライツの問題を進めるなどのジ
ェンダーに関連する政策の改善を支持す
ること、さらには、裁判、保健、国籍、
労働、土地の権利、社会保障や相続への
アクセスなどの領域において男女共同参
画を推進するといった政策が含まれる。

■�女性の様々な関心事を結びつけるのに役
立ち、政策の立案や政府に対する監督に
おいてジェンダーを主流化するのに役立
ち得る、超党派の女性のネットワークと
女性の議員連盟を支援する。

派（会派の会長など）や議会の委員会（委
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女性の政治的エンパワーメント：
民主主義の責務
民主的な統治を前進させるためには、包摂的で対応力をもつ
政治プロセスの環境を創り出して維持し、女性のエンパワーメ
ントを促進することが必要である。女性の視点を取り入れるこ
とと女性の政治参加は、民主主義の発展の前提条件であり、優
れた統治に貢献する。

政党は、女性の政治参加に影響を及ぼす最も重要な組織であ
る。政党はほとんどの国において候補者の募集と選定を担当し
ており、どの問題を政策アジェンダに入れるかを決定する。女
性がどのようにして政党に参加するか―又は、政党がどのよう
にして女性の関与を奨励し、育むか―が、女性の政治的エンパ
ワーメントの展望の主な決定因子である。政党が女性の政治的
エンパワーメントに対して影響力をもっているという特質か
ら、市民団体（CSOs）、国際機関や開発支援者は政党の役割に

7政党をより強くするための女性のエンパワーメント
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対する重視を強めてきた。

世界的に見ると、女性は依然として、政治や
立法面での優先課題を決定する統治構造の中心
から外されている。世界の議会において議席に
占める女性の割合は、2005 年の 16％から増え
てはいるものの 19％である。1　女性閣僚の割
合はさらに低く、平均で 16％である。2　国や
政府のトップにいる女性の割合はなお低く、近
年は低下しており、2011 年には５％に満たな
かった。3

この数字の低さは、国際社会が差別をなく
し、女性の活躍を促進しようと 30 年間にわた
ってロビー活動と努力を行ってきたにもかかわ
らず続いている。国連は 2000 年に女性のエン
パワーメントをミレニアム開発目標の１つに含
めることによって、開発において女性が中心的
な役割を果たすことを認めたが、世界のどの地
域も、方針決定を行う地位に女性が 30％いる
という目標を達成する軌道には乗っていない。
この分野で目立った例外や好事例は認められる
ものの、女性が競技者として全面的かつ平等に
参加するには、いくつかの障害が残っている。

男女の役割についての固定観念と偏見は、程
度は様々ながら世界のあらゆる国に広く認めら
れ、社会、経済、そして政治の世界にも反映さ
れている。女性は多くの国々で男性と直接に競
争することや人目に立つこと、人と交わること
を思い留まらされ、その代わりに、意思決定か
ら遠ざけられ、私的な領域における育児や家族

の世話、家事など、補助的役割へと向かわせら
れている。このように多様で重層的な男女の役
割分化や偏見があることを考えれば、政党によ
る公式の支援は決して女性の政治参加に影響を
及ぼす唯一の要素ではないものの、政治と政党
生活への女性の参加を阻む障害を克服するため
には必要である。

調査の結果、女性議員の数が重要であることが
分かっている。少なくとも、議会の中に女性議員
の数が多いほど、議会が女性の問題を取り上げ、
議院での男女の力学を変える傾向は強い。4　女
性議員の割合は、政治における討議の性質に大
きな影響を及ぼす。議会やその他の意思決定機
構における女性の存在感が希薄な水準であるこ
とを考えると、政党は積極的に、ガバナンスに
おいて男女共同参画に取り組むことを確保する
必要がある。

政党は、政治討論における論点決定に影響力
がある。つまり、政策を立案し、政治の優先課
題を設定するため、女性の関心事を取り上げる
ための戦略的な立場にあるということである。
実際に、政治や選挙のプロセスにおいて、ジェ
ンダー関連の課題を取り上げることに関しての
政党の実績は成否さまざまである。今まさに行
われているやり方が、十分に集成され記録され
ているわけではない。本ガイドブックは、この
不足分に言及することが狙いである。

女性議員の割合は、政治における討議の性質に大きな影響を及ぼす。



9序論

目的
パートＡ―好事例の概要―では、政党におけ
る女性の存在と影響力の強化を促進するための
エントリーポイント（きっかけや取っ掛かりと
なるポイント）と取り得る具体的な措置につい
て言及する。当パートでは、いくつかの一般原
則を提示し、関係者がプロジェクトを設計し、
実施するための好事例を共有することとなる。
特定の解決策を指示するのではなく、世界中の
政党が実施してきた戦略から得られる改革の選
択肢を提供するものである。パートＢ―ケース
スタディ―では、いくつかの国の国内で関係者
が実行している措置の事例をより綿密に提供す
る。

言及されるエントリーポイントとケーススタ
ディは、主に政党に助言を行うためのものであ
るが、開発支援者、政党の基盤組織や市民団体
が政党を支援するために作業を行うに当たっ
て、措置のアイディアを示し、プログラム立案
の方向性に情報を提供することも目指してい
る。各ケーススタディは、政党と政党への支援
者が、改革戦略を策定し、推進することを助け
るために、学んだ教訓や好事例を提供しようと
するものである。

本ガイドブックは、利用可能な介入が重要で
ある理由を詳述するが、こうした介入をどのよ
うに実施すべきかを必ずしも指示するものでは
ない。本ガイドブックの読者は多数であること
を考えれば、どのように戦略を実行に移せるか
を巡る決定は、それぞれの関係者に委ねるのが
最善だからである。国際的な開発支援機関が提
供しているプログラム立案支援は、政党の基盤
組織又は政党が直接的に実施することの可能な
措置とはかなり異なっている。

本ガイドブックはこのため、すべての関係者

が選挙プロセスにおいて等しく利用する資源と
して意図されており、個人、政党又は組織への
具体的な言及は、執筆者たち又はUNDP 若し
くはNDIによる支持を意味するものではなく、
むしろ、研究者が注目するにいたった戦略の例
に光を当てることを意図したものである。

方法論
パートＡに示された戦略は主に、UNDP か
ら委託されて 2009 ～ 2010 年に NDI が実施し
た 20 件の一連のケーススタディから取られて
いる。そのケーススタディは、本ガイドブック
のパートＢにアルファベット順に示されてい
る。含めることが可能であった例はもっと数多
くある。しかし、本ガイドブックは、それらす
べてを網羅的に提示することを目指すものでは
ない。むしろ、UNDP が委託し、NDI が実施
したケーススタディから拾い集められた重要な
実例を提示することで、その範囲を限定してい
る。特定の要点をわかりやすく示すために、そ
の調査の範囲外の事例をいくつか示している場
合もある。

NDI が実施した主な調査は、机上調査と、

U
N
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2009 年から 2010 年にかけて 18 ヵ月間をかけ
て現職及び元職の政党指導者、女性党員、市民
団体のメンバーを対象に掘り下げて行った、合
計 64 件の面接調査とを組み合わせたものであ
った。参加者はあらゆる地域から集められ、イ
デオロギー的傾向が異なる政党に属しているこ
とが特徴で、紛争国、発展途上国、先進国など
を含め、様々な背景をもっていた。政党改革を
目指す市民社会のイニシアチブから取りだされ
た例も数例ある。

ケーススタディ調査の意図は、各国のすべて
の政党が実行したイニシアチブを検証すること
ではなく、むしろ、女性の政治参加に対する支
援という、より大きな構図の一環としての措置
の実例の多様性を概観し、示すことであった。
地理、党のイデオロギー、政治制度の種類や採
用された戦略などの点において、多様な例を含
めるためにあらゆる努力を行ったが、女性の参
加と男女共同参画を前進させようとする政党の
努力について、政党が作成した資料に不足のあ
るものがあった。中道政党と中道左派政党の例
が中道右派政党の例を上回っている一方で、右
派政党の間での先進的施策の例もあり、そのい
くつかをここで大きく扱っている。

構成
本ガイドブックのパートＡでは、パートＢに
含まれる（アルファベット順に記載されている）
ケーススタディに基づく主な所見をまとめて提
示する。パートＡに記載されている所見は、選
挙のサイクルという枠組みに従って提示されて
いる。政党が取り得る措置の一般的なリストを
示すのではなく、選挙サイクルの局面や時期を
使って、こういった所見と、具体的な措置とを
一緒にまとめているのである。これらそれぞれ
の局面において、状況の概観が示され、女性の
エンパワーメントを推進するために政党が採用

することのできる戦略的ないくつかのエントリ
ーポイントが提示される。選挙サイクルに基づ
く４大構成要素は、以下の通りである。

選挙サイクルに分けるというアプローチに
は、時期と関係者という２つの要素がある。第
一に、国際的な支援者と国ごとの関係者が、長
期計画を立て、民主的な統治の枠組みの中で選
挙プログラムを実施することが奨励される。第
二に、選挙管理者に加えて、可能で望ましい範
囲までの多くの関係者に対して、呼びかけを行
っている。このアプローチは、時間をかけて国
際的な支援を減らし、国としての能力と当事者
意識を高めるという観点から、選挙支援は長期
的なものであるべきであり、持続可能なやり方
で、能力開発や制度・法律面での改革などの課
題に取り組むよう努めるべきであるという考え
に基づいている。選挙サイクルを局面ごとに分
けるというアプローチは重要である。より広い
民主的統治のアジェンダの中で作業を行うこと
により、選挙という行事の周辺に努力を集中す
るよりも、ニーズをよりよく認定することや事
前計画を行うことが可能になるからである。5

この選挙サイクルのアプローチは、政党と女
性のエンパワーメントを目標とする戦略を明ら

I. 党内組織に関する戦略

II. 選挙前期間における
エントリーポイント

III. 選挙期間における
エントリーポイント

IV. 選挙後の期間における
エントリーポイント

選
挙
サ
イ
ク
ル
の
局
面
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かにする時に極めて有用である。これまでこの
分野での支援の多くは、女性候補者の能力増進、
選挙でのクオータ制をめぐるロビー活動やアド
ボカシー（提唱運動）、選挙運動の支援やメッ
セージの策定など、投票日に先立つ選挙前の局
面に集中していた。

これらの介入は重要であり、今後も続けなけ
ればならないが、選挙サイクルのアプローチを
とれば、こういった短期的介入は、プログラム
立案への、より幅広いアプローチの一部分でし
かないことが分かる。選挙後の期間（選挙サイ
クルの中で最も長い局面）と、選挙と選挙の間
に改革を実施し、能力を開発することの可能性
にもっと集中することを奨励するのである。国
が選挙のサイクルのどこにあるか、ということ
も、所与の時点で最も時宜を得て適切となる介
入の種類に重要な影響を及ぼすだろう。

時期は、不可欠な検討事項である。例えば、
選挙の候補者選定のプロセスが吟味されずに過
ぎてしまい、女性がほとんど候補者に指名され
ていない場合には、選挙の実施時期になっても
数値目標は達成されないだろう。政党も、選挙
の年になって候補者の指名手続きの改革を実行
することには気が進まないかもしれず、こうし
た改革を求める強い要求は、選挙と選挙の間に
実行する方が成功する可能性がある。戦略は、
より体系的なアプローチ・調整や段階的実行に
よって補助されなければならない。選挙前と選
挙後の期間は、選挙という行事の周辺の戦時体
制以外の改革を実施する上で重要である。介入
には、異なる局面にまたがるものもある。潜在
的な女性候補者の募集や能力開発の支援を大い
に成功させるためには、選挙サイクルのすべて
の期間が必要となるはずである。

図２：選挙のサイクル 6

選挙前の期間 選挙前の期間選挙から次の選挙までの期間
←　3 ～ 5 年間　→選挙期間 選挙期間

選挙日程

選挙 選挙

選挙前の期間

選挙期間

選挙後の期間
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政党にとっての利点
女性の参加の促進と選挙で政党が成功するこ
との間の因果関係は十分には実証されていない
が、ケーススタディでの調査結果は、女性のエ
ンパワーメントを促進するための改革を採用し
た後で、政党が支持基盤を拡大して選挙で躍進
していることを示唆している。

改革を実施する政党は、次に挙げるように数
多くの積極的な副次的効果を得る可能性がある。

■�大衆の受け取り方が変わり、支持水準の
下がっている政党に対する関心が新た
に生まれる可能性がある。

■�女性のエンパワーメントを先導すれば、
新たな支持基盤を生み出して、政党に新
たな加入者を引き付ける可能性がある。

■�当選者への女性候補者の割合を増やす
と、政党への公的資金の流れを増やす可
能性がある。財政法のインセンティブが
政党への資金配分と指名を受けた女性
候補の割合を結び付けている場合には、
政党は財政的に利益を得られる可能性
がある。こうした改革によって、研修プ
ログラムやメンタリング・プログラムな
どの新たなイニシアチブを実施するこ
とに対しても、姉妹政党、政党の国際組
織あるいは国際社会からの支持を得ら
れる可能性がある。

■�女性候補は男性よりも市民団体出身で
ある場合が多いため、市民団体とより強
い関係をもつ傾向がある。こうした絆は
女性候補にとって有益であるばかりで
なく、一般大衆や有権者との関係を確立
するという観点で、女性が出馬している
政党にも前向きに反映する場合がある。

■�女性のエンパワーメントを促進するた
めの戦略を実施すれば、最終的にはより
民主主義的で透明性のある政党へとつ
ながる可能性がある。こうした戦略は、
他の周縁化された過少代表のグループ
の取り込みをももたらす可能性がある。

本ガイドブックは、女性のエンパワーメント
を支えるために現在実施されている幅広く多様
な種々の戦略を探ろうとしてきた。だが、改革
指向の政党が試行している画期的なやり方はも
っと数多くあることも本ガイドブックは認識し
ている。また、ある政党又は組織にとってうま
く行くことが、他にとってうまくいかない場合
があることも認識している。戦略の立案に当た
っては、政党制度の性質、用いられている選挙
制度やその他の社会文化的検討事項を含めて、
国ごとの状況を検討しなければならない。パー
トＢでは各ケーススタディについて、こうした
関係する詳細をより多く示している。

女性のエンパワーメントを先導すれば、新たな支持基盤を生み出して、
政党に新たな加入者を引き付ける可能性がある。


	政治GB_表紙_1-2
	政治GB_A軽

